
発議第10号 

 

学校施設の防災機能向上のための新たな制度創設を求める意見書（案）の 

提出について 

 

学校施設の防災機能向上のための新たな制度創設を求める意見書（案）を次のとおり提

出しようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

近森 正利 

上田 宗久 

中井 洸一 

中谷 一彦 

中盛  汀 

中本 徳子 

                           

                           

                           

 

 

記 



学校施設の防災機能向上のための新たな制度創設を求める意見書（案） 

 

 学校施設は、児童生徒の学習・生活の場であるとともに、その多くは災害時

には地域住民の避難所となるため、学校施設の安全性、防災機能の確保は極め

て重要です。 

 この度の東日本大震災においても、学校施設は発災直後から避難してきた多

くの地域住民の避難生活の拠り所となりましたが、他方、食料や毛布等備蓄物

資が不足し、通信手段を失い、外部と連携が取れなかった等々学校施設の防災

機能について様々な課題が浮かび上がってきました。 

文部科学省は今年７月、「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備につ

いて」と題する緊急提言をとりまとめました。今回の大震災を踏まえ、学校が

災害時に子ども達や地域住民の応急避難場所という重要な役割を果たすことが

できるよう、今後の学校施設の整備に当たっては、教育機能のみならず、あら

かじめ避難場所として必要な諸機能を備えておくという発想の転換が必要であ

ることが提言されています。 

災害は待ってくれません。よって、政府におかれましては、今回のように大

規模地震等の災害が発生した場合においても、学校施設が地域の拠点として十

分機能するようにすべきであるとの認識に立ち、学校施設の防災機能の向上を

強力に推進するために活用できる国の財政支援制度の改善並びに財政措置の拡

充に関する以下の項目について、速やかに実施するよう強く要望します。 

 

一、新増改築時のみ整備できるとされている貯水槽・自家発電設備等防災設備

整備を単独事業化するなど、学校施設防災機能向上のための新たな制度を

創設すること。 

一、制度創設にあわせ、地方負担の軽減を図るため、地方財政措置の拡充を図

ること。例えば、地方単独事業にしか活用できない防災対策事業債を国庫

補助事業の地方負担に充当できるようにするとともに、耐震化事業同様の

地方交付税措置を確保すること。 

一、学校施設の防災機能向上とともに、再生可能エネルギーの積極的導入を図

るため、太陽光発電のみではなく、太陽熱、温度差熱利用、蓄電池などに

ついても補助対象を拡充すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 



 

                        三重県伊賀市議会 

  

内閣総理大臣 

文部科学大臣 

財務大臣 

総務大臣 

国土交通大臣  宛 

 



発議第11号 

 

自治体クラウドの推進を求める意見書（案）の提出について 

 

自治体クラウドの推進を求める意見書（案）を次のとおり提出しようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

中谷 一彦 

上田 宗久 

中井 洸一 

中盛  汀 

中本 徳子 

                           

                           

                           

 

 

記 



自治体クラウドの推進を求める意見書（案） 

 

情報システムの集約と共同利用を推進し、さらにデータセンターの活用など

により、自治体クラウドは全国各地で進展しつつあります。 

自治体クラウドを推進するメリットとしては、各地方自治体におけるシステ

ム運用経費の削減を図ることができるとともに、データのバックアップが確保

されることで災害に強い基盤の構築ができること、また、将来的な行政の広域

化に向けた先行した事務統合ができることや小さな自治体でも大きな自治体と

遜色のない行政サービスを行うことが可能になるなどが上げられ、今後の展開

に大きな期待が寄せられています。 

一方で、近年は地方自治体における専門的人材の育成・確保が困難になり、

システム事業者への依存度が高くなっていることや、情報システムのメンテナ

ンスに係る経費負担の高止まりが課題として挙げられています。さらに、近年

は地方自治体の情報システムを更改する際のデータ移行に関する多額な費用も

問題となっています。 

よって、政府においては、今後、全国の各地方自治体が自治体クラウドにシ

ステムを移行しようとする際に、円滑な移行ができるよう、下記の事項につい

て対策を講じるよう要望します。 

 

記 

 

一、自治体クラウドへ移行する際、異なる事業者の製品間の移動を行う場合、

それぞれのデータ形式が異なるため、データ項目ごとに変換方法を定める

必要が生じるなど、情報システムの相互運用の障害となっていることから、

データの標準的な表現形式の構築に向けた取り組みを行うこと。 

一、各自治体が独自に管理している「外字」は、のべ 200 万文字にも上るとも

いわれており、データの移行には多くの時間と労力が割かれていることか

ら、外字の実態調査を行うとともに、標準的な文字コードの導入を推進す

ること。 

一、自治体クラウドへの移行を推進する自治体に対しては地財措置を含めた財

政支援を行うこと。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 



 

                        三重県伊賀市議会 

  

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

経済産業大臣  宛 

 



発議第12号 

 

電力多消費型経済からの転換を求める意見書（案）の提出について 

 

電力多消費型経済からの転換を求める意見書（案）を次のとおり提出しようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

上田 宗久 

中井 洸一 

中谷 一彦 

中盛  汀 

中本 徳子 

                           

                           

                           

 

 

記 



電力多消費型経済からの転換を求める意見書（案） 

 

３月に発災した東日本大震災の影響もあり、日本経済の先行きは今後も予断

を許さない状況にある上、東京電力福島第一原発の事故を受けて、エネルギー

供給が制約されるなかで長期的な電力消費の抑制が必至となっています。 

現在、各家庭では省エネ・節電対策を励行し、大口消費者である企業などで

も電力消費の抑制に努める動きが定着しています。しかし、節電努力の要請が

長引くと見込まれるなか、現在のような個々の努力に委ねられている場当たり

的な「節電対策」のままでは、社会全体の対応としては限界があります。 

そのため、これまでのいわゆる“当面の対応”から脱却し、「電力多消費型」

経済社会からの転換を図り、省エネ・節電対策が日常的・安定的に実施できる

社会を早急に実現する必要があります。 

よって、政府におかれては、電力消費を低減する対策とともに、「電力多消費

型経済」から転換させるため、以下の項目を早急に決定・実施するよう強く求

めます。 

 

一、家庭での省エネ、エコ化の早期推進のため「節電エコポイント」（仮称）を

創設し、省エネ型家電への買い替え（旧式の冷蔵庫・エアコンの買い替え）、

LED 照明の普及を促進する。住宅エコポイントは改修工事の対象範囲など

を拡充したうえで再実施する。 

一、事業所等における太陽光発電設備や LED 照明導入など省エネ投資を促進す

るため、税制、財政、金融面での支援措置を講じる。 

一、企業における長期休暇取得や輪番操業の徹底、在宅勤務の推進などを図る。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 

 

                        三重県伊賀市議会 

 

 内閣総理大臣 

厚生労働大臣 

経済産業大臣  宛 



発議第13号 

 

脱原発社会に向けエネルギー政策の転換を求める意見書（案）の提出に 

ついて 

 

脱原発社会に向けエネルギー政策の転換を求める意見書（案）を次のとおり提出しよう

とする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

稲森 稔尚 

中盛  汀 

百上 真奈 

本城 善昭 

前田 孝也 

今井 由輝 

奥  邦雄 

中本 徳子 

坂井  悟 

桃井 隆子 

馬場登代光 

森永 勝二 

                           

                           

                           

 

 

記 



脱原発社会に向けエネルギー政策の転換を求める意見書（案） 

 

東京電力福島第一原子力発電所での連続爆発、炉心溶融（メルトダウン）事

故によって、美しい海も大気も大地も汚染され、農業者たちは誇りある仕事を

奪われ、「原発さえなかったら」という言葉を遺し、自ら命を絶たれた方もいま

す。 

子どもを持つ親たちは、幼い子どもたちになにを食べさせ、どこへ避難させ

るべきか悩んでいます。今の子どもたちばかりか、これから生まれてくる子ど

もたちにも、計り知れない悪影響を与えるとの不安に駆られています。 

すべての命の未来のために、自然を傷つけ、エネルギーを浪費する生活を見

直し、あらゆる生物と共存する、「持続可能で平和な社会」を心から希求します。 

よって、本市議会は、脱原発社会に向けて政治のカジを切り、現在の核エネ

ルギーに依存する政策の転換を訴え、以下のことを強く要請します。 

 

１．原子力発電所の新規計画を中止し、老朽化した原子力発電所から計画的な

廃炉を実施すること。 

２．最も危険なプルトニウムを利用する、高速増殖炉「もんじゅ」及び核燃料

再処理工場を運転せず、廃棄すること。 

３．省エネルギー・自然エネルギーを中心に据えた、エネルギー政策への転換

を早急に始めること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 

 

                        三重県伊賀市議会 

  

衆参両院議長 

内閣総理大臣 

経済産業大臣 

文部科学大臣 

環境大臣   

国家戦略担当大臣 

内閣府特命担当大臣（科学技術政策）  宛 

 



発議第14号 

 

義務教育費国庫負担制度の存続と全額国負担を求める意見書（案）の提出 

について 

 

義務教育費国庫負担制度の存続と全額国負担を求める意見書（案）を次のとおり提出し

ようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

                          中井 洸一 

                          上田 宗久 

                          中盛  汀 

                          中本 徳子 

 

 

 

記 



義務教育費国庫負担制度の存続と全額国負担を求める意見書（案） 

 

政府は、地域主権の確立にむけ、補助金のあり方を見直し「一括交付金」化

をすすめています。 

義務教育費国庫負担金が検討の対象となっており、2010 年６月に閣議決定さ

れた「地域主権戦略大綱」には、「一括交付金化の対象外とする」と示されま

したが、今後も注視しなければなりません。 

1950 年、地方自治をすすめるという観点から義務教育費国庫負担制度は廃止、

一般財源化されました。 

その結果、児童一人あたりの教育費に約２倍の地域間格差が生じ、1953 年に

義務教育費国庫負担制度は復活しました。 

しかし、1985 年以降、再び義務教育費国庫負担金の一般財源化がおしすすめ

られ、2006 年には国庫負担率３分の１に縮減されました。 

現在、義務教育費国庫負担金の対象外である教材費、旅費、高校教職員の給

与費は、地方交付税として一般財源の中にくみこまれています。 

しかし、地方財政が年々厳しくなり、多くの自治体で予算措置されている教

育費は削減され、地方交付税で措置されている水準に達しておらず、地域間格

差は約６倍に広がっています。 

義務教育費国庫負担制度の廃止・縮減は、地域間格差をまねき「教育の機会

均等」を脅かしています。 

義務教育費国庫負担制度は、義務教育の根幹である「無償制」、「教育の機会

均等」、「教育水準の維持向上」を保障するため、国が必要な財源を保障すると

の趣旨で確立されたものです。 

義務教育はすべて国が責任をもって行うべきものであり、地域主権をすすめ

る等とし、地域に責任を転嫁することは、決して許されることではありません。 

未来を担う子どもたちの「豊かな学び」を保障することは、社会の基盤づく

りにとってきわめて重要なことであり、確固とした義務教育費国庫負担制度に

より保障されなければなりません。 

その時々の地方の財政状況に影響されることのないよう、全額国負担すべき

です。 

以上のような理由から、義務教育費国庫負担制度が存続され、全額国負担と

なるよう強く要望します。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 



 

                        三重県伊賀市議会 

 

 衆参両院議長 

 内閣総理大臣 

 総務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣  宛 



発議第15号 

 

「教職員定数改善計画」の着実な実施と教育予算拡充を求める意見書（案） 

の提出について 

 

「教職員定数改善計画」の着実な実施と教育予算拡充を求める意見書（案）を次のとお

り提出しようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

                          中盛  汀 

                          上田 宗久 

                          中井 洸一 

                          中谷 一彦 

                          中本 徳子 

 

 

 

記 



「教職員定数改善計画」の着実な実施と教育予算拡充を求める意見書（案） 

 

2010 年８月、文部科学省は 10 年ぶりに「小・中学校の少人数学級(35・30 人

学級)の推進」、「公立高等学校等の教職員配置の改善」等が盛りこまれた「教職

員定数改善計画」を策定、2011 年度は小学校１年生の 35 人学級が実現しまし

た。 

学級編制基準の引き下げは 30 年ぶりであり、子どもと向きあう時間を大切

にするため、加配定数の改善ではなく、基本となる教職員定数の改善がされた

ことは意義あることです。 

三重県では、2003 年度からすでに小学校１年生の 30 人学級（下限 25 人）が

実施されており、その後も小学校２年生の 30 人学級（下限 25 人）、中学校１

年生の 35 人学級（下限 25 人）と他学年への弾力的運用等、拡充しています。 

今年度は、国の政策と連動したことにより、少人数学級適用外だった部分が

一部解消され、さらなる拡充につながっています。 

少人数学級が実施されている学校では、「子どもたちが活躍する場が増えて、

ますます意欲的になった」、「子どもの話をじっくり聞くことができる」等の保

護者、教職員の声があり、大きな成果をあげています。 

４月 15 日に改正された「義務標準法」の附則には、今後の学級編制基準の

順次改定、法整備等について、政府はこれらを検討し措置を講ずるとともに、

必要な安定した財源の確保に努めることと盛りこまれています。 

文部科学省は、６月から「検討会議」を開催し具体的な検討をすすめており、

2012 年度概算要求に反映させるとしています。 

「検討会議」では、多くの委員から「まずは、継続的・計画的な 35 人学級

の進行で小中全学年の制度化を」との意見がありました。 

また、事務職員や養護教諭の増員、スクールカウンセラーの配置等、抜本的

な定数改善を求める意見もありました。 

今後、高校も含めた「教職員定数改善計画」の着実な実施を求めていく必要

があります。 

日本の教育機関に対する公財政支出の対 GDP 比は、OECD 加盟国のなかで最低

レベルの 3.3％となっており、OECD 平均 4.8％には程遠い実態があります。 

山積する教育課題の解決をはかり、未来を担う子どもたち一人ひとりを大切

にした教育をすすめるためには、教育予算の拡充が必要です。 

OECD 平均以上となるよう、求めていかなければなりません。 

以上のような理由から、子どもたちの「豊かな学び」の保障にむけ、「教職

員定数改善計画」の着実な実施と教育予算の拡充を行うよう強く要望します。 



以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 

 

                        三重県伊賀市議会 

 

 衆参両院議長 

 内閣総理大臣 

 総務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣  宛 



発議第16号 

 

保護者負担の軽減と就学・修学支援に関わる制度の拡充を求める意見書（案） 

の提出について 

 

保護者負担の軽減と就学・修学支援に関わる制度の拡充を求める意見書（案）を次のと

おり提出しようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

                          中本 徳子 

                          上田 宗久 

                          中井 洸一 

                          中谷 一彦 

                          中盛  汀 

 

 

 

記 



保護者負担の軽減と就学・修学支援に関わる制度の拡充を求める 

意見書（案） 

 

経済・雇用情勢の悪化は、子どもたちのくらしや学びに大きな影響を与えて

います。 

文部科学省は 2010 年６月に公表した「平成 21 年度版文部科学白書」のなか

で、「経済格差が教育格差につながっている」と分析し、「日本は家計の教育費

負担が大きく公的支出が少ない」、「教育分野に公的支出を増やすべきだ」とし

ています。 

「白書」によると、日本は教育支出における私費負担率は OECD 加盟国の中

で非常に高く、特に就学前教育段階が 56.6％、高等教育段階は 67.8％であり、

OECD 平均（就学前教育段階 19.3％、高等教育段階 27.4％）を大きく上回って

います。 

また、子どもの貧困はますます深刻化しており、日本の子どもの貧困率は

15.7％ということがあきらかになっています（2011 年７月 厚生労働省発表）。 

このようななか、国・県においては「学びたくても学べない」、「働きたくて

も働けない」という状況を改善すべく施策として、「高校無償化」、「奨学金制

度の改善」「就労支援の充実」等がすすめられ、一定の成果があります。 

しかし、保護者の負担が十分軽減されたわけではありません。 

県内の奨学金の貸与者は、1,526 人となっており、昨年度と同時期より 65

人増加しています。 

また、授業料は無償となったものの入学料・教材費等の保護者負担が多いこ

と、就学援助の受給者が増加し、中途退学、進学を断念せざるを得ない子ども

の増加等の課題があります。 

また、国においては 2011 年度文部科学省概算要求に「給付型奨学金の創設」

が盛りこまれましたが、政府予算案には盛りこまれず、課題となっています。 

以上のような理由から、保護者負担の軽減と就学・修学支援に関わる制度が

拡充するよう強く要望します。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成 23 年９月 28 日 

 

                        三重県伊賀市議会 

 

 



 衆参両院議長 

 内閣総理大臣 

 総務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣  宛 



発議第17号 

 

防災対策の見直しをはじめとした総合的な学校安全対策の充実を求める 

意見書（案）の提出について 

 

防災対策の見直しをはじめとした総合的な学校安全対策の充実を求める意見書（案）を

次のとおり提出しようとする。 

平成23年９月28日提出 

 

                       提出者  伊賀市議会議員 

                          上田 宗久 

                          中井 洸一 

                          中谷 一彦 

                          中盛  汀 

                          中本 徳子 

 

 

 

記 



防災対策の見直しをはじめとした総合的な学校安全対策の充実を 

求める意見書（案） 

 

政府の調査では、三重県に最も大きな影響を与える東南海・南海地震が今後

30 年以内に発生する確率は、60％～70％ということがあきらかになっています

（2010 年１月１日現在）。 

東海地震はいつ発生してもおかしくない状況であり、３つの地震が連動して

発生した時の地震規模は、マグニチュード 8.7以上になると予測されています。 

このような状況のなか、「東海地震にかかる地震防災対策強化地域」に県内

10 市町が、「東南海・南海地域防災対策推進地域」に県内全域が指定されてい

ます。 

三重県では学校の耐震化が着実にすすめられており、2011 年４月現在の耐震

化率は、障害児学校は 100％、高校は 96.6％、小中学校は 95.2％となっていま

す。 

政府は、防災対策の見直しをすすめており、「地震防災対策特別措置法」、「公

立学校施設整備基本方針」等の改正を行い、2015 年までの５年間のできるだけ

早い時期に公立学校の耐震化を完了させるという目標が盛りこまれました。 

学校は、子どもたちをはじめ多くの地域住民が活動する場であり、地域の拠

点です。災害時には避難場所となる等、重要な役割を担っています。その安全

確保は極めて重要であり、早急に耐震化率が 100％となるよう求めていく必要

があります。 

また、学校・家庭・地域が連携して災害から子どもを守る必要があり、巨大

地震等の災害を想定した防災対策の見直しや充実が急務です。 

近年、交通事故、不審者による声かけやつきまとい等、子どもたちが被害者

となる事故や事件があとをたちません。 

三重県は「子ども安全・安心サポート緊急雇用創出事業」、「防犯教育実践事

業」等を実施しており、学校ではこれらの事業を活用し、保護者、地域の人々

が連携を強め、集会の開催、通学路の安全確保等、さまざまな取り組みがすす

められています。 

子どもたちの安全・安心の確保にむけ、学校内外で子どもの命や安全をどう

守るか、総合的な学校安全対策を充実させなければなりません。 

以上のような理由から、子どもたちの安心・安全を確保するため、巨大地震

等の災害を想定した防災対策の見直しをはじめ、総合的な学校安全対策を行う

よう強く要望します。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 



 

 平成 23 年９月 28 日 

 

                        三重県伊賀市議会 

 

 

 衆参両院議長 

 内閣総理大臣 

 総務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣 

内閣府特命担当大臣（防災）  宛 


